
予算要求資料
平成３０年度当初予算　支出科目　款：農林水産業費　項：農業費　目：農山村振興費
	事業名　世界農業遺産推進事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　農政部里川振興課里川振興係　電話番号：058-272-1111（内2893）

　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail：c11428@pref.gifu.lg.jp
１　事業費　　53,546千円（前年度予算額：38,546千円）
＜財源内訳＞

	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産
収　入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	38,546
	14,306
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	24,240

	要求額
	53,546
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	53,546

	決定額
	47,546
	6,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	41,546


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
・平成22年６月に開催した「第30回全国豊かな海づくり大会」を契機に、森・川・海が一体となった環境保全に対する県民意識が高まり、平成26年１月31日には基本理念となる｢清流の国ぎふ憲章｣が策定され、｢清流の国ぎふ｣づくりを県民総参加により推進している。平成27年12月には、世界農業遺産に「清流長良川の鮎」が認定され、さらに｢清流の国ぎふ｣づくりの機運が高まっている。

・本県の清流の代名詞ともいえる長良川は、都市部を流れる川でありながら、高い水質を誇り、この清流は、流域の人々による水質保全活動等で保たれ、鮎が育ち、清流と鮎は地域の経済や歴史文化と深く結びついている。

・長良川におけるその循環は、人の生活、水環境、漁業資源がバランスを保っている世界に誇るべき里川のシステムであり、いわば「長良川システム」と呼べるものである。

・世界農業遺産に認定された「清流長良川の鮎」を岐阜県が誇る里川の財産として、国内外に広く知っていただくとともに、清流を守り、活かし、伝える活動を農林水産業関係者、地域住民が一体となって推進していく。

・さらに、長良川の鮎をはじめとした地域の農林水産物・加工品から観光資源までを「長良川ブランド」として、普及啓発していく。 

（２）
事業内容
　　○全国GIAHSの集いの開催

・世界農業遺産認定地域の連携を図る「世界農業遺産広域連携推進会議」「J-GIAHSネットワーク会議」の開催を当番県として開催する。

・連携会議の開催に合わせて、国際シンポジウム、「清流長良川の恵みの逸品」試食会、世界農業遺産認定地域PR展示、関連産品物販イベント、認定地域エクスカーションを一体的に実施し、世界農業遺産「清流長良川の鮎」の認知度向上と地域活性化に向けたPRを行う。
　　○GIAHS鮎の日イベントの開催

・流域4市や関係団体と連携して「鮎」や「清流」にスポットを当てたイベントを開催し、世界農業遺産「清流長良川の鮎」の認知度向上と地域活性化、担い手育成に向けたPRを行う。

・メイン会場「清流長良川あゆパーク」のイベント

　GIAHS鮎の日カップ（レディース鮎釣り大会）、ビギナー向けアユの友釣り教室、鮎のつかみ取り・塩焼き体験、「清流長良川の恵みの逸品」PR、特産品販売・観光PR等
・サテライト会場（河川環境楽園、流域4市会場）のイベント

　アクア・トトぎふ企画イベント、内水面漁業研修センター公開講座、鮎のつかみ取り・塩焼き体験、物販フェア等
　　○鮎料理コンテストの実施

・「ＧＩＡＨＳ鮎の日」及び「全国GIAHSの集い」の関連イベントとして鮎料理コンテストを開催し、鮎の魅力を発信する。

・世界農業遺産「清流長良川の恵みの逸品」である天然鮎と他の認定食材を用いた創作鮎料理コンテストを開催

・清流長良川あゆパーク・レストランのメニュー候補とするために、栄養・調理を学ぶ県内学生によるアイデア鮎料理コンテストを開催
○石川県との連携強化

・人材育成事業として、世界農業遺産の保全、継承を担う実践者の交流意見交換会を石川県と開催するとともに、清流長良川あゆパークを活用して小中学生を対象とした体験交流学習会を開催する。
・特産品の共同PRとして、両県アンテナショップでのフェアの開催、首都圏における両県「いっぴん」のテストマーケティング事業を実施する。

　　○農業遺産広域連携

世界農業遺産認定8地域の連携で行う共同PRイベントへの出展により、世界農業遺産清流長良川の鮎の認知度向上を図る。

　　○プロモーションビデオ作成

H29年度に実施した画像・映像データ収集業務の成果物を活用し、世界農業遺産「清流長良川の鮎」プロモーション映像を作成する他、展示PRに使用可能なポスターパネルも作成する。

　　○車両広告

世界農業遺産「清流長良川の鮎」を広く周知するため、視覚的にインパクトがある車両広告手段をさらに活用する。

　　○人材育成塾
世界農業遺産に関する基本的な知識や、認定された「清流長良川の鮎」（長良川システム）について学び、世界農業遺産「清流長良川の鮎」を的確に説明、案内できることを目標に、専門家による講義と実習を行う。

○恵みの逸品のＰＲ

県産品を取り扱う常設店舗に恵みの逸品コーナーを設置し、PRを行う。
　　○世界農業遺産「清流長良川の鮎」推進協議会事業の実施

　　　　県及び流域自治体等が構成員となり設置した協議会が実施する事業に対する負担金
（３）
県負担・補助率の考え方

世界農業遺産「清流長良川の鮎」の認定自治体として、当該事業は県が取り組む必要がある。

（４）類似事業の有無
　　　無
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	報償費
	782
	講師謝金

	旅費
	1,825
	業務旅費、費用弁償

	需用費
	2,336
	資材購入費等

	印刷製本費
	147
	賞状作成

	役務費
	235
	広告費、通信運搬費

	委託料
	36,960
	全国GIAHSの集い、GIAHS鮎の日、物販フェア等イベント実施

	使用料
	2,715
	バス借り上げ等

	負担金
	8,546
	協議会負担金

	合計
	53,546
	


	　決定額の考え方　
　車両広告については、他の媒体にてＰＲを行うため計上を見送ります。
その他、所要額を精査し計上します。
　財源については、国庫支出金を活用することとします。



４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　新たなぎふ農業・農村基本計画の重点施策「里川の振興」（平成２８年３月策定）に係る中核事業である。

（２）国・他県の状況

国内では平成25年度までに５地域が世界農業遺産の認定を受け、平成27年12月15日に本県を含め３地域が新たに認定された（平成29年10月：世界39地域、うち日本8地域）。
平成28年度 第1回世界農業遺産等専門家会議において、日本農業遺産と計8地域が認定され、このうち、宮城県及び徳島県の地域が現在、世界農業遺産へ認定申請中であり、静岡県の地域が申請準備中である
（３）後年度の財政負担
世界農業遺産認定後は、アクションプランに基づき長良川システムの維持・保全に向けた各種取組を実施する必要があり、今年度行われるモニタリング結果に基づいて平成30年度に改訂される第2期アクションプランのもと、さらに5年間の取り組みが求められる。
事業評価調書（県単独補助金除く）
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　長良川システムについて、世界農業遺産認定後は、鮎をはじめとした地域の農林水産物・加工品から観光資源までを「長良川ブランド」として、県が商標登録した「清流の国ぎふ」とともに、海外へ打ち出していく。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業
開始前
	指標の推移
	現在値

(前々年度末時点)
	目　標
	達成率

	
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	（H  ）
	％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



○指標を設定することができない場合の理由
	世界農業遺産に認定された「長良川システム」を海外へ発信するとともに、清流を守り、活かし、伝える活動を農林水産業関係者、地域住民が一体となって推進するものであり、指標を設定することがなじまない。


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

・GIAHS鮎の日イベント実施（企画展、公開講座、Ayu-1グランプリ開催等）

・「清流長良川の鮎」体感ツアーの開催

・世界農業遺産シンポジウムの開催

・FAO事務局長、FAO・GIAHS事務局長の調査視察への対応

・石川県等、他の世界農業遺産認定地域と連携したイベントの開催


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

・GIAHS鮎の日イベントや体感ツアーを通じて、県内外の多くの人へのPR
・農業遺産関係者招いて世界農業遺産シンポジウムを開催し、「清流長良川の鮎」、「長良川システム」をＰＲ

・海外からの視察を活用し「清流長良川の鮎」をＰＲ

・他県事業等と連携し、県内外に「清流長良川の鮎」の関連産品等をＰＲ

	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
　○：必要性が高い　　△：必要性が低い

	(評価)

　○

	長良川システムが世界農業遺産に認定され、清流を守り、活かし、伝える活動を農林水産業関係者、地域住民が一体となって推進していく機運が高まり、県が進める「清流の国ぎふ」づくりに寄与している。さらに、長良川流域の農林水産物・加工品、観光資源等の付加価値が向上し、「長良川ブランド」として国内外へ効果的に打ち出し販路拡大にも期待が持てる。

	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）
　○：概ね期待どおりまたはそれ以上の成果が得られている

　△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○

	GIAHS鮎の日イベントの実施、内水面漁業研修センターでの研修・公開講座の実施、視察での来県を機会としたPR、各種事業と連携したＰＲなどにより、「清流長良川の鮎」の認知度は確実に向上している

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）
　○：効率化は図られている　　△：向上の余地がある

	(評価)

○

	事業実施にあたっては、県、関係市、関係団体が連携し、取り組むことで、一体的かつ効率化な体制が採られている。
各種イベントを一体的に実施する計画としたことにより、一層の効率化を図っている。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
長良川システムの維持・保全に向けた取組みを、県民、関係団体、行政が連携した取り組みとして展開していく必要がある。また、行政主導ではなく県民主導の取組みへと移行していくことが課題となる。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

流域の関係者等がアクションプランに基づき、長良川システムの維持・保全に向けた各種取組みを実施する必要があり、アクションプランの改訂に応じて取り組み方を検討していく。


